



中 田 信 哉
1.卸 物流の置かれ た状況 と物流
(1)企 業 と物流問題
今,物 流は企業 に新 しい多 くの宿題を与 えよう
と している。経済的な問題だ けでな く,社 会的な
問題 も複合的に起 こってきて,企 業 はそれに対 し
て多面的な対応を しな くてはな らな くなった
。そ
れ はひ と り・卸売 業 だ けの問題 で はな く
,メ_
カーや小売業,物 流業 にとって も多 くの課題 を生
む こととな った。
このことは物流環境の激変であ り,そ れに対 し
て,企 業 はこれまで とは異な った物流上の対応を
しな くて はな らな くなった といえ る。卸物流を述
べ る前に物流問題 の所在 を環境面か ら見て全体的
な方向 として図一1に まとめてお きたい
。
全体的 に見 るな らば次のよ うな ことが言 えるだ
ろう。 まず,平 成6年 時点で は不況状態 にあ り
,
量的な拡大 は止 ま っているが これ は景気の回復 に
伴 って今後 は増大基調 になるだろうし,消 費の成
熟 によって商品分野や商品種 は多様化 し続 けるの
は間違 いない。 カーブの緩急 の程度 はあろうが量
的 ・質 的 に物流 対象 は拡大 して い くだ ろ う。一
方,物 流 を行 うに当た っての社会的 な環境 は企業
に対 して厳 しい ものになってい く。 それが交通規
制や大気汚染防止 といった都市問題 物流施設 の
ための土地確保 のスペース的 ・コス ト的困難性
,
労働条件や取 引条件につ いての外国か らの圧力 も
含めた改善 など多 くの問題 が生まれて くる。
それに対 して行政 も業界 も,当 然,そ れぞれの
企業 もある方 向 に向 けて対応 を はか る必要 があ
る。 その方 向 とい うの は 「集約 化」 とい うキー
ワー ドで説 明で きるだ ろ う。集約化 とい うの は
「標準化」であ り,「共同化」であ り,「集合化」で
あ り,「混載化」であ り,「統合化」であ り
,「規格
化」である。
マクロにおいて も,ミ クロにおいて も物流 はそ
うい う方 向をと らざるを得 ない。それが将来に向
けての トレン ドで ある。その中で,企 業 は物流 に
対 して これまで とは異 なった基準 において自 らの
姿勢 をとる必要が ある。 それ は二っの基準を同時
に満 たす物 流へ の対応 であ る。 それを上 げて お
く。
a「 戦 略性」 と 「戦術性」
b「 効果性」 と 「効率性」
c「 将来計画」 と 「現在計画」
d「 社外 に対す る姿勢」 と 「社内に対す る姿
勢」
e投 資 にお ける 「ハー ド」と 「ソフ ト」(の バ
ランス)
fト ップに対す る 「スタッフの役割」 と現場
に対す る 「ライ ンの役割」
g「 現状改善」 と 「新規開発」
以上,こ れか ら企業が考え るべ き物流への姿勢
について述べ た。卸売業 も例外ではない
。以下に
おいては卸売業 の物流に しぼ って述べてい くこと
とす る。
② 小売業への動 きへの対応
卸売業 にとって最大 の経営的 テーマは 「市場へ
の適合」であることは言 うを待たない
。市場 は顧
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同調 こそ,マ ーチ ャントとしての卸売業 の役割で
あろ う。卸売業 にとっての市場 である顧客 とい う
のは小売業 であり,業 務用使用者 であ り,仲 間で
あろうが ここではその中で特 に動 きの大 きい小売
業,就 中,量 販小売業 を取 り上 げる。
この市場へ の対応 は二 つの意味で卸売物流 に責
任を与 えるもので ある。その二っ とは次 の点であ
る。
a卸 売業 の本質 は 「集荷分散」であ り,そ の
物理的側面が物流であ ることか らいって,市
場 の変化 への対応 は物流が中心 とな らねばな
らない。
b近 年 の市場の変化 は特 にマーチャンダイ ジ
ング的な側面 に現れてお り,そ れへの対応 は
商品の供給方式 としての物流 に求 め られて い
る。
それで は市場 特 に量販小売業 の動 きはどうい
うように把握すれば良いのだろうか。 それをい く
っかのキーワー ドでま とめてみたい。第一 は 「ス
クランブル ・マーチャンダイジングの進展」であ
る。 もともと,量 販小売業 を構成す る業態型小売
業 は従来 の商品分野的 な品揃えを越えて分野を横
断 した品揃 えを行 うものである。 これ は 「業態分
化」 という小売業態の多様化に も関係 して くる。
当然,こ の品揃えに対応するために卸売業 は自ら
の品揃えの幅を広 げざるを得 ない。 この場合,卸
物流 においては性格の異 なる商品を合わせ持っ こ
とにな る。扱 い商品が増 え,在 庫 は多 くな り,物
流 オペ レーシ ョンは複雑 となる。
次 には 「ス トア ・マネ ジメン トの高度化」であ
る。成熟 し,選 択性 を高 あて きた消費 に対 して小
売業 は店頭におけるプラノグラム(陳 列方法)や
ISM(イ ンス トア ・マーチャンダイジング 店頭 に
おける商品の組み合わせやその提示方法)な どにつ
卸売業の物流問題とその方向性
いて科学的 な管理技法 を導入 し始めている
。
また,「 店頭販売情報 におけ るマーチ ャ ンダイ
ジ ングの採用」が これ に伴 う
。端 的 に言 うな ら
POSシ ステム(店 頭販売情報 システム)の 導入であ
る。POS情 報によって細か く販売情報 を把握 し
,
それをマーチ ャンダイジングに反映 させることに
よ って売れ筋 の把握 や死 に筋 のカ ッ トを行 う
。 こ
れによって小売業のマーチ ャンダイジ ングはきめ
細 か く変化 し続 け ることにな る。「カテ ゴ リー.





こう した ことによって小売店頭 の商品構成 はそ
の幅が増加 した上 で単品 ごとの店頭在庫 は少な く
な り,そ れが常 に流動 的となるのである
。卸売物
流 はこの商品構成の供給体 として 目ま ぐるしい変
化 に不断に対応 しなければな らない。
一方
,こ うい うマーチ ャンダイジ ングを行 う小
売業 では店頭 におけるコス ト削減 のために 「多品
種少量在庫 とバ ックヤー ドレス」 を実現 しよ うと
す る。 その結果,多 品種少量 ごとの商品調達 とし
て 「多頻度小 口によるJIT(ジ ャス トイン ・タイム)
方式 の商品調達」 を行 お うとす る。 これは卸売物
流か ら見 ると多頻度小 口配送 を行わなければな ら
ない ことを意味 している。
ただ,従 来の取 り引 きにお ける仕入先 と しての
卸売業 をそのままに して拡大 した品揃え商品 を調
達 しているとシステムの繁雑化,高 コス ト化を も
た らす とい うことか ら 「統合納品や納品代行」 あ
るいは 「窓口問屋 とか納品問屋」 といった調達先
の絞 り込み ・統 合化 を行 お うとす る
。
このマーチ ャンダイジングと調達 システムの行
き着 く先 にあ るものが今,話 題のECR(効 率的消
費者対応)で あろう。ECRは 物流 的側面 か ら見 て
い くならばそれは 「店頭 においては顧客 の満足が
最大 にな るよ うな マーチ ャ ンダイ ジ ングを実現
し,そ のための仕入先 と小売業の商品調達 ライ ン
を一本化 した効率的な流れを実現す るもの」 とい
う言 い方がで きるだろ う。 これ はロジスティクス
理論 にお ける 「サ プライ ・チェー ンの構築」であ
る。
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それ は一方,情 報 システムの進歩 によ って実現
され ようと して きている。店頭 にお けるPOS(販
売時点情報 システム)と 自動発注 システムとしての
EOS(エ レク トロニ ック ・オーダーシステム)が
VAN(付 加価値通信網)と 結 びつ き
,更 に将来的 に
はEDI(電 子情報交換)と い った標準化 され た情報
による結 びっ きが行われよ うとしている
。 ここに
は物流 におけ る情報 システムのためのITF(物 流
標準化バーコー ド)が 採用 されるよ うになる
。
このよ うに卸売物流 は顧客 のマーチ ャンダイジ
ングに合わせ,多 品種少量 の供給体制を とると同
時に情報化 に対応 し,そ の体制 を整備 し,自 らの
物流 システムを顧客 の調達 システムに統合化 して
い くということも行わな ければな らない
。従来 の
物流 システムの高度化 をはか ると同時に新 しい シ
ステムの導入 も求め られ ることにな る
。
問題 は この ことによ る投資 の必 要 とコス ト.
ア ップへの対応 である。 また,社 会的規制への対
応のための コス トも必要 となる。低 コス トの卸売
物流 というのは自らの努力で行 う部分 と従来 の取
り引 き条件の改善 によ って行 うべ き部分が存在す
るはずであ る。
卸売物流 は市場へ の対応 と して物流 の高度化 を
はか ると同 時 に物流 に関 す る取 り引 き条件 の改
善,標 準化,明 確化(取 り引き契約としての納品条
件の明示とコス ト負担の明確化)を 行 う方 向にあ る
と考えたい。
㈲ メーカーの動 きへの対応
メーカーは戦後 の40年 ,お おむね流通 系列化
に力 を注 いで きた。卸売段階 を販社化 し
,小 売 り
段 階 まで完 全に系列化 した もの(家 電や化粧品な
どの場合),卸 売部門 のみ販社化 した もの(日 用雑
貨や文具などの場合),卸 売段階に特約店制度を導
入 したの も(加 工食品などの場合)と い ったように
それぞれ程度 の差 はある ものの寡 占メーカーを中
心 と して流通系列化 を進 めて来た。
これ は流通チ ャネルの効率を高 めっっ
,自 らの
マーケテ ィング戦略をチ ャネルを通 して市場 に浸
透 させるためで あろう。わが国では戦後,短 期間
に大衆市場が生 まれ,育 ったためにその拡大 に小
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売 り機構がついていかず メーカーは自ら流通 チャ
ネルを管理 し,多 数の小規模な小売業 によって大
量生産商品を売 る必要があ ったか らであ る。
これ らメーカーの物流 システムの進展 はい くつ
かの段階を経て行 われている。 当初 はメーカーと
しては自社 内,特 に生産地か ら消費地までの間の
物流合理化を行 った。つ まり,そ れは工場か ら市
場 の集約流通セ ンターあ るいは支店流通 セ ンター
までの近代化であ る。域 内輸送を大量一括 とし,
パ レチゼ_シ ョンや コンテナ リゼー ションを実現
す る。工場倉庫 や集約流通セ ンターの機械化 を行
う,と いうものである。
この ことは当初,メ ーカーのマーケテ ィング政
策 にお けるチ ャネルが既存 の流通機構 を利用す る
とい うもので あったか らであろう。卸売業を活用
す るチ ャネルであるか ら物流 は生産地か ら市場 ま
でであったわ けである。系列化流通 チ ャネルが導
入 された以降 もしば らくの間 は物流 はこの レベル
であ る。物流 は後追 いだ ったか らである。やがて
メーカーは域内物流の合理化に手をっけ始めて く
る。 そ して,そ れは最近 になってメーカー段階の
物流拠点 と卸売段階の物流拠点を統合化 し(垂 直
的統合),合 わせて卸売段階の地域 に分散 していた
物流拠点を統合す る(水 平的統合)こ とを実現す る
「広域流通 セ ンター(ロ ジスティクス ・センター)構
想」 とな ってい くのである。
メーカーのチャネル系列化 は初め に取引流通面
が先行 し,そ れを追 う形でメーカーは流通 チャネ
ルを通 しての物流 システムの整備に入 ってい く。
ここ5年 くらいの間 にメーカーで は物流 とい う言
葉 に変 えて ロジステ ィクスという言葉を使 うよ う
になってい くが この ことはそれはメーカー物流 の
近代化 の方向がチ ャネルを通 し,調 達 まで含 めて
生産 をはさんで一本の線(サ プライ ・チェーン)を
形作ろ うとい う動 きにな ったか らであろう。
しか し,物 流 がそういう方向を とろ うとしてい
る間 にメーカーの系列化 されたチ ャネルに変化が
出て くる。 それ は小売段 階の変化 によるものであ
る。小売革新 は一層 の進展を見せ,加 工食品や 日
用雑貨品ではスーパーマーケッ トや コンビニエ ン
ス ・ス トアが流通 の主導権を とるよ うになった。
卸売業の物流問題とその方向性
また,そ の他 の商品分野で も新興のデ ィスカウ ン
ト・ス トアが勢力を伸ば し始 めた。特にデ ィスカ
ウ ント ・ス トアは既存 の流通秩序を壊 し始 めてい
る。
百貨店や スーパ ーマーケッ トはメーカーの系列
化か らはず れていた とはいえ,そ れまでの メ ー
カーが築 いて きた流通秩序の中で革新 を図 って き
た と言 え るか も しれ ないが新 興の デ ィスカウ ン
ト・ス トアなどは自 ら新 しい流通規範を作 ろうと
している。それ は仕入形態や価格設定 に現 れて き
ている。当然,こ うした小売業の調達物流 におい
て もその ことは言え る。
そ うした中で今,メ ーカーは新 しい物流体制を
とろ うとしている。 それ はメーカーが これまで作
りあげて きたチ ャネルを通 しての物流 システムと
既存 のスーパーや新興のデ ィスカウン ト・ス トア
など革新的小売業の調達物流 システムの融合 とい
う方向である。
当然,卸 売業は この間 にはさまれて自 らの物流
における位置付 けを明確 に しなければな らない。
それは流通系列化を とる寡占メーカーと革新的小
売業の間で 自らの レゾ ン ・デー トル(存 在意義)
を確立す るとい うことの他 にシステム,ま た,系
列化流通政策 を とらない中小規模 のメーカーとの
間の物流 システム,あ るいは一般小売店や業務用
使用者,中 小卸売業 との取引 に関す る物流 の問題
も存在するのである。
卸売業にとってメーカーとの間の物流 の関係 は
顧客 との間のそれよ りもはるかに難 しいと言え る
か もしれない。 メーカーに とって卸売業 の物流が
機能的 に,か つ,効 率的 に必要か どうか という大
きな問題がそ こにあるか らである。
㈲ 卸売 り機能の本質
流通革新が進 み,メ ーカー段階 も小売段階 も,
さ らには飲食店な どのサー ビス業界で も革新者が
出て きて これ らが大 きな力をもって きている。 そ
れ は単 にそ うい う流通 レベル内で の変 化で はな
く,流 通機構 自体 を大 きく変 えようとしている。
当然,卸 売業 のあり方 も変わ らざるを得ない。卸
売業 のあ り方 はどのよ うにな って い くのだ ろ う
卸亮業の物流問題とその方向性
か。
もっとも,流 通機構 における卸売業 の本質
本来的な役割一一 はい ったい,ど うい うことだろ
うか,と いう議論 は流通革新が始 ま った最初の段
階か らされ続 けて きた ことである。卸売業が流通
機構 において 「なければな らない」 ということの
理論的 な説 明はマーガ レット ・ホールの言 う 「取
引最小化 の原則」 によるものであろう。
この ことは 「集荷分散」 とい うことを言 うもの
である。集荷分散 を取引線 と考え,中 間 に集荷分
散 を行 うものを介在 させ た方が取引線 は最小 とな
る,と い うことを示 した ものであ る。それが卸売
業 の存在 を肯定 す る理論 的根拠 だ と言 え る。 た
だ,こ こでの問題 はこの原則 にある取引線 を結ぶ
生産主体や流通主体が小規模である,と い う前提
が存在す ることである。中間業者 を置かな くて も
一本の取引線 が規模 の利益 を実現す ると
い うもの
であ るな ら中間業者 の必要性 はない。
集荷分散が卸売業の存在意義 であ り,取 引線 と
い うものが概念的 に卸売業機能を意味す るものだ
と した ら,そ の機能 にはそれを発揮す るための活
動が存在す る。 この活動が 「物流」 「金融」「仕入




一本 の取引線が中間業者 を省略 してもよい
,と
いうのは規模の利益 を実現す る場合 とい うことを
前述 したが もし,こ れ らの活動 の うちのひとっで
も中間業者 を必要 とした場合 は卸売業の存在 は肯
定 され るので ある。それはど うい う活動 によって
だろうか。卸売業が現在 も存在 し
,決 して事業所
数で減少 していない(平 成6年 の商業統計において
は減少を示 した)の は何 らかの活動 にお いて中間
を省 くことが規模の利益を もた らさないか らであ
る。
ただ,強 力 な寡 占 メーカー とチ ェー ン ・オペ
レーションを導入 した革新型小売業 の間での取引
において は多 くの活動で中間業者 を介在 させ るメ
リッ トは生 まれな くな って いるとも考 え られ る
。
もともと,明 治維新後の近代化の中で以前 より
卸売業が保有 していた活動 は新 しい専業者 によっ
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てよ り効 果 的 ・効 率的 に行 われ るよ うにな って
いった。 また,大 メーカーや大資本小売業が 自ら
行 う方が有効 とな ってい った。金融,輸 送,商 品
探索,情 報,な どがそれである。相対的に卸売業
の機能 は低下 してい く。 ただ,そ ういう中で も卸
売業の存在が肯定 されていたのは次 の理由があっ
たか らに違 いない。
aメ ーカー,小 売業 などに小規模
,機 能的 に
弱体 な ものが あり,そ れ らは卸売業の機能を
必要 と した。
b大 メーカー,大 資本小売業な ども成長が急
であったためにすべての活動 を同 じよ うに強
化す ることができず,敢 えて卸売業 に依存す
るよ うに していた。
cひ とっの活動 に も多 くの側面があ り
,全 体
で は卸売業 の手を離れっっあ った として もそ




ただ,こ うした ことがあ って も現在 の トレン ド
を見 るな らこれ らの部分 は縮小 しっつあるとい う
ことは確かである。 したが って
,こ ういうことに
気づいた卸売業 はある何 かの活動 に絞 り込みを行
い,そ の活動 における強化を図 り
,卸 売業が介在
した方が有効 である,と いうことを実証 させよ う
と している。 そこか ら出て くるのが 「商品開発」
や 「開発輸入」 といった商品関連の機能 に特化 し
た ものであ り,RSS(リ テイル ・サポー ト・システ
ム)や チ ェー ン ・オペ レーシ ョン開発(ボ ランタ
リー ・チェーンの主宰)と いったことであろう
。
しか し,こ こにひとっの視点があ る。それが物
流である。物流 は確かに大 メーカーの物流 システ
ム開発やチェー ン小売業 の調達 システムの開発
,
それ以前か ら存在する輸送専業者(運 輸業)の 発
展 とい う卸売業の機能を奪 い去 るものが生 まれて
きていた。
ところが この内容 を子細 に見 るな らその物流の
構成 についての部分で大 きな ラグがあ るのに気が
っ く。 これまで大 き く変化 して きた物流 の発展 は
集約拠点,域 間輸送,物 流情報処理 といった部分
・:
であ る。 もっとも費用的に も手間的 にも効率 が悪
いといわれ る域内配送部分 はほとんど,以 前か ら
大 きな改善が行 われていない。 これはわが国の都
市 のイ ンフラやわが国の流通機構 によるか らで あ
る。 メーカーや小売業な どもこの部分については
あ ま り抜本 的改善 とい う視点で手 をつ けて いな
いo
そ うで あるが故に これ まで卸売業 はこの部分 を
担当す ることによ って存在を保証 されていたので
はなかろうか。幸 い,現 在で もこの部分 にっいて
は卸売業を必要 と しないとい う方向を とる動 きは
それ程みることはで きない。 む しろ,卸 売業の開
発 したシステムの必要性が高ま っているとい うく
らいで ある。
中間業者を必要 とす る機能 のうち,そ れを構成
する活動 の一部分で も卸売業が担当するな ら卸売
業 の存在 は保証 されるのである。今,物 流,特 に
域内配 送 とそれ に関係す るシステムが卸 売業 に
とって必要 不可欠 だ,と い う認識 が生 まれてい
る。 これ はメーカーの動 きや小売業な どの動 きに
対応 するとい うことと同 じことではなかろ うか。




卸売業 は集荷 分散 を基本 機能 とす る ものであ
り,そ の集荷分散 の物理 的側面 が物流 である。つ
ま り,集 荷分散 の半分 は物流 とい う活動 で な り
た っている。後 の半分 の集荷分散が商流的側面 と
言 え るだろ うが これについて はそれを構成す る活
動 の多 くは卸 売業 の手 を離 れたか,離 れつつ あ
る。 もちろん,業 種 によ って,ま た,卸 売企業に
よ って は商流的側面の集荷分散機能 は残 っている
が多 くはそ うで はない。
とい うことになるとこれか らの卸売業 の生 き残
る道 は物流だ,と いうことになる。物流 こそ,特
に市場 における物流 こそ,こ れか ら卸売業が もっ
とも重視 しなければな らない経営機能だ と言えよ
う。否,物 流 が即,卸 売機能 とな るとも言 える。
「いや,情 報 こそ卸売業 の命だ」 とか 「リテイ
ル ・サポー トだ」 とか 「ボ ランタリー ・チェー ン
だ」 とかいう意見 もあろうが良 く考えてみ るな ら
そうした ことはすべて物流 システムが確立 された
上での ことだ とい うことがわかる。卸売業 にとっ
て物流 というのは単 なる経営機能 のひ とっだ とい
うことは言 えないだ ろう。物流 とい うのは卸売業
にとって経営 その ものなのである。市場に対 して
は,そ れが販売市場で あろ うが調達市場であろ う
が,物 流 はその こと自体が卸売業 の存在価値 その
ものなのである。
そ うであるとした ら卸売業 は物流 に対 してメー
カーや小売業などとはまた違 ったアプローチを し
な くてはな らない。それは 「物流を経営機能のひ
とっだ と考えてそれを効率化す る」 とい った こと
ではいけない,と い うことである。経営機能 の一
部 として理解 された物流 とい うものを取 り出 し,
それだ けを効率 化 した り,強 化 して も仕様 がな
い,と い うことで ある。
卸売業 は物流 を企業戦略 として考 え,そ れを経
営の核 に位置付 ける必要 がある。つま り,戦 略的
物流である。企業戦略がそのまま物流 のあるべき
姿 となる。 どうい う戦略を立 てようが物流 はその
核 と して,ベ ースとな るものなのである。 という
ことは納品に重点を置 く卸売業はそれな りの物流
システムを持ち,そ の上で納品機能 に特化す る必
要がある し,ボ ランタ リー ・チェー ンを主宰す る
卸売業 はそれな りの物流 システムを関発す る必要
がある。物流 に特化す る卸売業にはそれなりの物
流 システムが必要だ ろう。
卸売業の新 しい役割を考え る場合,そ のベース
に物流を置 くことにな り,戦 略 として 「どうい う
物流 システムが考 え られ るか」 とい うことをま
ず,熟 慮すべ きだろ う。単 に 「効率化す る」 とか
「ローコス ト・オペ レー ションを実現す る」 とい
うレベルの話 ではなくなって くる。
こう考えて くると卸売業の物流 は次 の三つの方
向をまず,基 本的に置いてみ るということがで き
るので はなかろ うか。
a物 流 を システ ム化 し,ロ ー コス ト・オペ
レーシ ョンを実現す る。
b物 流 に特化 し,細 かい物流を行 い,そ れを
強化す ることによって優れた差別化 の可能 な
卸売業の物流問題とその方向性
物流力 を持っ。
c共 同化や混載輸送 などを利用 し,物 流サー
ビスの品質 の標準化 を行 い,合 わせて一定 の




商品開発 などを行 お うとい う卸売業の場合やボ ラ
ンタ リー ・チ ェー ンを主宰す る卸売業の場合 はa
の物流パ ター ンが とられ るか もしれない し,優 れ
た納品力を持っ とかチェー ンに対 して細か いジャ
ス トイ ン ・タイム型の納品を行 うとい う卸売業で
はbの 物流パ ター ンが とれ るのか も しれない。
中小規模 の卸売業が物流 を効率化 し,物 流 にお
ける規模 の利益 を獲得 して大企業 に対抗 しようと
い う時にはcの 物流パ ター ンがと られ ることにな
るだ ろう。 または物流 に自社 の人材や労働力を掛
ける割合を少 な くしよ うとい う時に もそ うな るだ
ろ う。
いかに物流 に手をかけない,と 言 って もそれ は
物流 を軽視 するということではない。物流 を戦略
と して考え るということである。共同配送や混載
輸送 利用 は物 流 を卸売 業か ら切 り離す ので はな
く,そ れな りに物流を戦略的に考え,最 適 な方策
を立 てたとい うことで あるな ら物流を軽視 した と
いうことにはな らない。多分,卸 売業 の今後 の物
流 は この三っの方向を とる もの と思われるがどの
方向を とるか は自社の戦略を経営環境 に自社 を位
置付 けた上 で決定する もの と言え る。
一 一69一
始 めた のは1900年 代 の初頭 か らであ り,本 格 的 にな ったの は
1930年 代以 降だ と思わ れ るがす でにそ の時 には卸売 機構 の再
編 成 は終 わ り,卸 売機能者 はチ ェー ン ・マネ ジメ ン ト論 の中に
組 み込 まれていた と考 え られ る。 日本の よ うな完全 独立の伝統
的卸売 業 とい うものの存在が特殊 にな って いたのであろ う
。か
つて,私 はある偉 いマ ーケテ ィングの先生か ら 「アメ リカ
における卸売 研究の成果 を探 して くれないか」 と頼 まれ
,い ろ
い ろ漁 ってみたが ほとん どない ことを発見 して驚 いた ことがあ
る。すで に過去 の卸売研究 は商業 ・商人 の研究 として商業史 の
中に入 っているので はなか ろ うか。
現 在,卸 売 業 の本質 にア プ ローチ して いる のは学者 で は な
く,行 政 のよ うな気が す る。 商業政策 ・流通 政策 の展 開の中で
卸売 り機能 の検討が行 われてい るとい うことであ ろう。 ただ,
それで も卸売業 の物流機能 とい うことになる とや はり
,物 流研
究 の側か らも卸 売機 能か ら見 て もほとん ど,触 れ られ て いな
い。 もちろん,卸 売業 の物流 に対 す る研 究成果 はあ るがそれ は
おおむね物 流活動 にっいての ものである。
そ うい う意味で卸売業 の物 流問題 の研究 とい うの は難 しい も
のだ と言 えよ う。 視座が は っきり して いないのであ る
。
そ うで あるために卸売業が置 かれた今 日の状況 を明確 にす る
ことは困難で ある。 そ こで ここでは主 に行 政関係 で行 われた審
議会答 申な どによる卸売 業の置かれ た状況 と物流 との関係 の と
ころを使 って分析 した。 中田 もこ うした審議 会 には参加 してい
るために自分 の意見 も言 わせて も らって いる し,お お むね その
見解 に納得 してい る。
ただ,問 題 は これ らの資料 におけ る卸売業 とい うの は
,そ う
とは言 って いないが 消費財卸売業 を対象 と して お り
,卸 売業 と
しては大 きな存在で ある生 産財,中 間財 関係の卸売業 は含 まれ
て いないよ うな気が する ところであ る。 この点 も現在 の卸売業
分析 の大 きな問題 で あろ う。
ここで用 いた資 料 は以下 の ものであ る
。
通 産省流通産業課編 「90年代 の物流効 率化 ビジョン」(通 商産
業調査 会 平成4年)
中 小企 業庁取 引流 通課 ・中小卸 売 関係 団体 懇会 編 「平成4年
卸売業 の現状 と課題」(通 商産業 調査会 平成4年)
通商産業省編 「21世紀 に向 けた流通 ビジ ョン」(通 商産業調査
会 平成7年)
(注)
卸 売業 と物流 の関係 にっ いて本質 的な議論 はほ とん どされて
いない。 学問的 に見 て も卸売業 の物流機能 はお ろか卸売業 の本
態 であ る機能 にっ いての研 究 も不足 してい る。か ろう じて近年
で は田島 ・宮 下編 「日本 的卸売経営 の未来」(東 洋経済新報社
昭和61年)く らいであ ろうか。ただ,卸 売業 に関す る構造的分
析に は若干,本 格 的な研究が ある(例 えば,三 村優美 子 「現代
日本 の流通 システム」有斐閣1992年)
しか し,卸 売機能論 と して本質問題 にア プローチ した もの は
少 ない。 これ はひとっにあ まりに も現実 問題 と して も困難性 が
存在す るか らであ る。機能問題 を資料 を もとに行 うの は不可能
に近 い し,業 種 に よ って卸 売業 の機 能 や構造 は違 うため に も
し,卸 売研究 を本 格的 に行 うと した ら文化人類学 的な アプロー
チを とる必要が あるだろ う。
また,流 通 ・マーケテ ィング研究 の先進 国で あるアメ リカに
おいて卸売研 究が ほとんど,行 われて いない ということ も ヒげ
られ る。 その理 由 はこ うい うことだ と考 え られ る
。 アメ リカで
流通 ・マーケテ ィングの研究 がひ とっの学問分野 と して行わ れ
2.卸 物流の新 しい展開
(1)社 会環境の問題
これか ら先,卸 売業 は物流上,一 層 困難な状態
に直面することになる。 それ はメーカーや小売業
などよ りはるか に厳 しい ものだろう。 それは次の
二つの社会 的な問題が卸売業 に大 きくの しかか っ
て くるか らであ る。
a労 働力問題 特 に若年労働力の不足
b都 市問題 特 に交通改善 と環境維持
まず,労 働力問題 である。平成5年,つ いに出

























年 齢 計 63.0 62.9 63.0 62.6 6L.9 5,9fi3
fi,354 6,621 fi,735 6,752
15～19歳 17.Q 19.6 18.3 17.1 15.7 151
197 156 127 112
20～24歳 71.0 73.7 74.4 73.7 72.5 582 66Q
744 626 537
25～29歳 75.2 79.4 81.4 ・ 83.4 588
fi49 726 823 706
30～34歳 73.8 77.1 78.5 79.2 79.7 672
601 639 7a4 791
35～39歳
.. .. 79.7 80.7 82.1 838 711 619 655 727
40～44歳 82.7 81.8 82.3 83.0 83.8 759
874 738 641 s7s
45～49歳 82.5 81.7 82.5 83.4
., 679 739 873 741 647
50～54歳 1 77.9 78.5 79.4 80.2 618
631 699 827 ?02
55～59歳 70.0 70.5 70.7 71.0 71.4 488
545 559 fi17 728
60～64歳 53.7 55.9 55.8 57.o
・ ・ 288 377 416 435 sa3
65歳 以上 24.3 25.0 25.1 25.3 25.8 300 s7a
452 539 623
資料 労働省予測
成5年 の18才 人 口が約200万 人で あ った ことを
考 えるな らいかに厳 しい ものかわか るだろう。18
才人 口はすで に減少 し始 あて お り,や がて21世
紀を迎 えるころには130万 人 くらいとな りそれ以
後 はもう増え はしない。高齢労働者 は若干,余 裕
はで きるというが若年労働力は完全 に不足状態 と
な るのであ る。(表一1)
現在 は経 済の沈 滞 と18才 人 口 はまだ ピー クの
状態にあるのであまり労働力不足は感 じないだろ
うが本格的 な 「人手不足時代」 はす ぐそこに来て
い る。その時 に卸売業 は人手確保 に苦 しむ ことに
な る。卸売業 は次 の理由で若者 に嫌われ ることに
なる.
a業 務 の性 格 が外 か ら見 て いて は っき りせ
ず,職 業 として選択す る側 に不安が ある。
bマ スコ ミな ど物価問題 とか らめて卸売業を
積極 的 に評 価せ ず,イ メー ジ的 に不利 で あ
る。
c営 業,物 流な どの業務 を見て もそれは細 か
い雑用的な仕事だ という面があ り,ホ ワイ ト
カラー志向,ク リエイティブ志向の若者 が興
味を もたない。
d卸 売業 の付加価値,採 算性,業 務 の性格か
ら労働条件 は勤務時間,勤 務場所,賃 金 など
突 出 してよいわけで はな く,労 働条件か ら魅
力を感 じない。
特 に卸売物 流 に関 して は これ まで 「労 働集約
的」であ り,「ルーチ ン作業型」であり,物 流条件
が 「他人依存型」であった。配送 について もデポ
作業 について ももし,こ の仕事 が専属型であ った
と した ら運輸業 と業務 の性格か らい って変わ るこ
とがな く,労 働条件のみ運輸業の方 がはるか に良
い,と い うことが起 こる。
また,も し,物 流業務 が卸売業 におけるキ ャリ
ア ・パ スの一環 だとした らそ うい うキャ リア ・パ
スを若者 は好 まない。 いずれに して も卸売業 の,
特に物流の業務については厳 しい労働力確保の戦
いが待 っている。卸売物流 については 「機械化に
よる省力化」「情報化による計画化」「取引条件整
備 によ る納品 の標準化」r現 場作業 を行 う人 の労
働条件の向上」 などが行われなければ労働力不足
に対応で きないはずである。 さ りとて単純 にこう
い う方向を とるな らそれは市場 に密着 して集荷分
散 を行 う卸売業の機能を否定す ることに もなる恐
れがある。
もうひとっの問題が都市 の交通 である。 あ らゆ
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資料 平成6年 版運輸白書(運 輸省)
ゼーションが進展 したことによって多 くの都市固
有 の問題が生 まれてきた。 その最 たるものが都市
における自動車交通による混雑,渋 滞 である。 こ
れ は都市の効率 を悪化 させ るだけでな く,危 険や
住環境 の破壊 を もた らす。特 に駐車問題 が多 くの
交通渋滞の元凶だ と考え られ た。その結果,「道路
交通法の改正」「車庫法 の改正」と特に駐車に関 し
ての規制が強化 された。
更 に交通 か ら生 まれ る もの としての大気汚染が
あ る。特 に窒素酸化物(NOx)が 移動発生源 によ
るものと して問題視 された。 その結果,「NOx総
量規制法」 が施行 された。 これ は特 にNOxを 大
量 に発生 させ るデ ィーゼル車への規制であ る。 こ
のよ うに して都市交通への社会的規制 は年 々強化
されてお り,こ れ は更 に今後,強 化 され ると考 え
られ る。
実 は都市における車両台数 は乗用車が圧倒的 に
多 く,物 流に関係する車両を含む商用車 は2割 程
度 に しか過 ぎない。 しか し,幹 線道路の交通車両
や都心商業地区の駐車数 の半分近 くは商用車 なの
である。 また,都 心部 や商業地区の長時間駐車 は
物流車両 に多い。 こう した地区が交通渋滞の発生
場所 である。(図 一2)
大気汚染 でい うな らNOxは 主 にデ ィーゼル ・
トラックか ら生 まれてお りeそ れは物流用車両 な
のである。 こうしたことか ら考えるなら物流車両
を規制することが そのまま,都 市の物流問題 の解
決 にっなが ると考 え られ るので ある。 「物流車両
は生活 に必要であ る」 とか 「これを規制 す ると経
済効率が悪化 し物価 の上昇 にっなが る」 という声
はある もののそれは 「物流の規制 をす るな」 とい
うことにはっなが らない。
この都市の交通問題 もその規制によ って卸売物
流 に とって は大 きな障 害 とな ってい る。 それ は
「物流効率の悪化」「物流 コス トのア ップ」 という
ことだけで な く 「新 たな物 流 のため の人員 の配
置」とか 「流通 セ ンターやデポの移転」「納品方式
の変更」 とい ったことを強制す るものとな る
。
域内,特 に都市 内を主 な物流 の領域 とす る卸売
業 にと って この都市交通問題への対応を図 ること






「取 引先 あ るい は顧客 の問題」 と して とらえてい
るようである。 もちろん,そ の前 に自社 での物流
合理化な どの対応 はあ るわけであるがそこには当
然,限 界があ り,自 社内の物流合理策 だけでは本
質的な解決 とはな らない。したが って,「取引先 と
の協議 による物流条件 の変更」 とか 「納品契約 の
明確化」 とかが中心 とな り,中 には 「取引先や顧
客 の選別」や 「物流条件 による非効率顧客の切 り
捨 て」な どが入 って くるのであるがそれ も力があ
る卸売業でないとできに くい し,景 気状態が悪 い
場合 は非効率物流を承知で販売 を確保 しなければ
な らない。特 に販売 が落ち込んでいる時には取 引
先 や顧客 の物 流条件 も厳 しくな って来 るので あ
る。
卸売業の物流問題 とい うのは当然,物 流効率の
ダウンであ り,合 わせて多品種少量納 品によ る物
流体制 の整備 の必要で あろう。 これが物流 コス ト
の上昇 を もた らす。 いか に して効率的な物流体制
を とり,い かに して取引 と しての納品条件 を良 く
して い くかであろ う。 そのためには自らの内部問
題 として物流活動,特 に拠点内の仕分 け ・出荷作
業,配 送を効率的に してい くであろうがそこには
当然二っ の条件が必要 とな る。
ひとっ は取 引先や顧客 に対 して 自らの物流条件
を良 くしてい くための取引力の強化 である。 もう
ひ とっ は自らの力で効率的な物流 システムを開発
してい く力である。前者 につ いては卸売業の機能
の強化で ある。
後者 については現在 の物流 のあ り方を改善す る
という レベルの話で はな く,新 しい環境適応型 の
物流 システムを新 たに開発す るとい うことであ
る。物流 に関 して言 うな ら今,必 要 とされ るのは
卸売物流独 自の,ま た,自 社物流 に適合す るシス
テムの開発力 なのである。 これが必要 となる。 と
ころが卸売業 の状況 か ら言 うな らそれはきわめて
難 しい ことであ る。その理由を以下 に述べる。
第一 は物流 システムの開発 とその実施 には資金
が必要だ とい うことであ る。資金力の不足 とい う
の は卸売業 の特徴 で もあ る。 これは卸売業の付加
価値 が低 いとい うこともあるがそれより規模の問
題であろ う。例 えば ここに年商100億 円の卸売業
があ ったとしよう。100億 円 というのは大 きい数
字 の よ うに見 え るが その卸 売業 の粗 利 益率 が
12%で あ った と した ら実 際 の卸売業 の収入 は12
億 円であ る。 この12億 円が卸売業が費用や投 資
に使え るお金 とい うことになる。12億 円で各種 の
費用一 一販売費用,物 流費用,な ど を賄 った
上で先行投資や設備投 資を行 うのは困難である。
年商100億 円の卸売 業で もそ うで あ るか ら10
億 円 とか20億 円の卸売業 で は開発投資力 はない
もの と見 な けれ ばな らない。大規 模 な流 通 セ ン
ターの建設や近代的な物流 システム機器 の導入,
情報 システ ムをベー スと した新 しい物流 システ
ム,ユ ニ ット ・ロー ド・システムとい ったものの
開発 は困難である。第二 は規模 の問題 である。一
般 に卸売物流 は小規模 な量 にお いて行 われて い
る。 これ は卸売業 の宿命 か も しれ ない。いか に
1000億 円の売上 のあ る卸売業 で もそれ は多 くの
デポの扱 いの トー タルによるものである。大規模
な卸売業 はた くさんのデポを持 ち,小 規模な卸売
業 はデ ポが少 ない,と いうことになるとデポ単位
の扱 い量 は卸売業の規模に関係な く量が少ない,
とい うことにな る。
量 が少ない,と いうことは物流効率 の向上が難
しいことであ り,規 模の利益を もた らす システム
機器の導入などが困難だ とい うことになる。少 な
い量を短 い リー ド・タイムで,小 口に出荷 してい
るかぎり,物 流作業は人手 に頼 る以外にないとい
うことにな り配送 の積載 ・運行効率 は改善 されな
い 。
第三 は組織 の問題であ る。一部の大規模卸売業
を除 いては企業組織 として も全社的な スタッフ体
制 としての物流部門を保有 していない。 これ は企
業 力 としての余裕の問題か もしれない し,こ れま
で卸売業が物流 というものを大 きな機能 として位
置付けず,日 々のルーチ ンの活動 として,現 場問
題 と して しか把握 していなか ったためか もしれな
い。 このスタ ッフ組織 と しての物流部門が存在 し
ていなか ったたあに全社的な物流評価s将 来 に向
けての物流計画,さ らには全社的な経営問題や取
引問題 として物流を扱 うことがで きなか ったと
考え られ る。
卸売業の物流問題とその方向性
第四 は地域性 の問題 である。卸売業 は地域性が
強 く,地 域 に密着 して営業 を行 っている。 このこ
とは卸売業 の必要性 に もっなが る。 しか し
,物 流
か ら言 うな ら地域 とい う制限があることか らそ こ
にはおのず と物流 システム開発上 の限界が生 まれ
て くる。例 えばそれは配送 ルー トの最適設定にっ
いてであ り,広 域流通 セ ンターの設置である
。 こ
うした新 しい方式の導入がで きな い,と いうこと
が起 こる。
こういう卸売業が持っ性格 とい うものを考 えた
場合,新 しい時代 に向けて 自らの力 で物流 システ
ムを開発 していける卸売業 は少な く
,大 多数 は現
状 の作業 の改善 レベルで苦 しむ以外 にない。
③ 卸物流 の実態
このところの卸売業の物流の状態 はどうなって
い るのだろ うか。卸売物流の実態 と言 って も実際
は業種 地域,卸 売規模,対 象顧客 などによ って
異な って いる。一 口に 「卸物流 はこうだ」 とい う
ことは言 えない。 そこで この項 では流通政策研究






この調査 における卸売業の業種 は 「加工食品」 と
「日用雑貨」であ り,納 品対象 はスーパー,コ ンビ
ニェ ンス ・ス トァ,一 般小売店であ る。
a増 加するアイテム数
卸売業の取扱 いアイテム数 はバ ブル期 を通 して
確 実 に増加 してい る。2年 間 で9530ア イ テムが
9930ア イテムになった。この傾向 は加工食品で も
日用雑貨で も同 じである。 この調査の後 に不況 と
な るわ けであるが実態はあいかわ らず増え続 けて
い るとい う様子 が見 られ る。 それ は販 売不 振 に
よって売上増大が求 め られ,そ れに対応 す るため
に取扱商品 を増やす とい うことが行われているか
らだ と言 う。顧客側の要請でそ うなるという要素
もあ る。卸売業 はアイテム増加に対応す る必要が
あ る。(表 一2)
b高 まる配送頻度
卸 売業 の顧 客へ の配 送頻度 は高 ま り続 けてい
る。2年 間の推移 を見て もスーパーへの納品につ
いて1週 間3・2回 が3,5回 とな っている
。 コン
卸売業のアイテム数の推移
1988年 度 1990年 度
a)実 在庫 アイテム数(N-245) 9,530 9,930
全 b)マ ス タ ー・フ ァ イ ル 登 録 ア イ テ ム 数(N=220) is,s70 19,530
c)=b/a 1.93 1.97
d)実 在庫最小値 100 100
体 e)実 在庫最大値 500,000 soo,oao
f)実 在庫標準偏差 372.96 426.69
a)実 在庫 アイテム数(N=148) 12,160 12,760
日 b)マ スターファイル登録 アイテム数(N;131) 16,210 18,060
用 c)=b/a 1.33 1.42
雑 d)実 在庫最小値 iao lOQ
貨 e)実 在庫最大値 500,000 600,000
f)実 在庫標準偏差 475.48 544.35
a)実 在庫 アイテム数(N=72) 5,510 5,680
加 b)マ ス ターフ ァイル登録 アイテム数(N=66) 13,820 15,420
工 c)=b/a 2.51 2.71
食 d)実 在庫最小値 100 100
品 e)実 在庫最大値 46,000 57,000
f)実 在庫標準偏差 60.03 71.53
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表一3卸 売業 の1週 間における配送頻度 表一4
(単位:回 数)



















ビニェ ンス ・ス トアへ の納品で は2,9回 が3,2
回に,一 般小売業へ の納品 は3,6回 で変わ らず と
いうところで あり,こ れはすでに限界 に達 して い
るとい うことが言 え るのでスーパー,コ ンビニエ
ンス ・ス トアが この傾向を強 めているとい うこと
である。 日用雑貨で はスーパーに対 しての配送 は
週2回 と3回 が大半であ り,加 工食品で は3回 が
一番高 いが 日用雑貨 に比べて4回,5回,6回 とい
うものが多 いのが 目立っ。 コンビニェ ンス ・ス ト
アに対 しては日用雑貨 で週2回 が圧倒的 に多 く,
週3回 がそれに続 く。加工食品では週3回 が大半
であ り,週6回 とい うの も結構見 られ る。 これ も
2年 の うちで上方 シフ トの傾向が顕著 である。 そ
して,2年 間の うちにこの傾 向は高い方 にシフ ト
している。 これ もバブル期 に顕著 に見 られた傾向
であるが不況 の中で小売業側 の合理化追求 のため
に更 に進 んでい るとい う説が強 い。(表 一3)
c短 い リー ドタイム
小売店か ら注文 が入 り,そ れを ピッキ ング し,
出荷準 備 を して納 品す るまで の リー ドタイムは
スーパーの場合 が2年 の うちに平均24.9時 間が
22.0時 間 にと極端 に短 くなって来ている。コンビ
ニエンス ・ス トアの場合 は23.9時 間が22.0時 間
とな ってい る。一般 小売 店の場合 は19。7時 間 が
18.9時 間 とな ってい る。この平均よ り日用雑貨の
卸売業のリー ドタイム
(単位:時 間)





コンビニェ ンス ・ス トア全体(N=172) 23.9 22.0




(日用雑貨 ・化粧品)(N-148) 23.2 22.5




場合 が多少長 く,加 工食 品 の方 が短 くな って い
る。一般小売店 の数字 は一応,標 準化 された納品
(引 き取 りや緊急納品を除 く)に お いて はそ ろそろ
限界に達 したと思 われ るがおおむね スーパーや コ
ンビニエ ンス ・ス トアで も一般小売店程度の方向
を とるものと思 われ る。(表 一4)
d増 える時間指定配送
小売側か ら指定 された時間に納品 しなければな
らないものについては2年 間で増加 し,卸 売業全
体で は 「かなり増えた」が24.0%,「 やや増 えた」
が44。6%で 両方 で70%弱 とな って いる。 日用雑
貨 は前 者 が19.8%,後 者 が42.0%,両 方 で 約




バ ラ出荷 は ス ーパ ーへ の 納 品 で は2年 間 で
53.7%が64.9%に,コ ンビニエ ンス ・ス トアへの
納品で は75.9%が81.7%に 増 えて きて い る。バ
ラ出荷 の割合 は加工食品よ りも日用雑貨 の方が高
1、。(表 一5)
f短 縮す る在庫 日数
卸売業の商品在庫平均 日数 は全体 で2年 の うち
に28.5日 が24.5日 に短縮 している。 日用雑貨 は
34.9日 が30.3日 に,加 工 食 品 で は18.9日 が






1988年 度 1990年 度
〈 スーパーへの配送〉
(卸売業全体)(N=205) 53.7 64.9








(日雑 ・化粧品)(N=140) 65.4 73.6








小 売 業 全 体(N=87)












小 売 業 全 体(N=91)
















見 る と 卸 売 業 全 体 で は1台 平 均 で78 .8%が
75.3%に,日 用雑貨では75 .7%が73.3%に,加 工
食 品で は82.0%が77.9%に 低下 してい る。 この
よ うな傾向が生 まれていることについて卸売業で
は 「小売業 のマーチ ャンダイ ジングの改善や合理
化のためだ」と理解 して いるよ うである。つま り,
顧客側が要請を強 めたために商品種が増え,リ ー












ドタイムが短 くなり,全 体 で小 ロハイ ピッチの物
流を行わな くて はな らな くな った,と いうのであ
ろう。(表一7)こ うした中で卸売業 は物流 をどう行
お うと して いるか。以下 に見 てみ る。
h物 流費 の把握
物流費の把握 はその レベルはともか く,卸 売業
の65.3%が 把握 していると答 えている
。加工食品
の方が把握 しているものの割合 は高 い
。ただその
内容 を見 ると配送費,保 管費 ・施設費,庫 内作業
費 を把握 して いるものは多 いが情報処理費や返品
費,値 づけ作業費,管 理費 といった レベルで把握




この調査 時点 で卸売 業 の物流 費 の上昇 は年率
8.9%(売 上高に対するもの)と 答えている
。その原
因 としては 「最低発注単位 を無視 した発注」「長時
間 の配送車 の待機」 「バ ラ発注 に対応 した小 口の
仕分 け」「サー ビス費用分担方法の不明確 さ」など
が高 い解答 を示 して いる。
これに対す る物流改善の方法 と しては もっとも
高 いのが 「小売業の計画的仕入れ」(62.3%) ,続 い
て 「サービス費用分担の方法の明確化」(58 .9%),
「卸売業の物流 ・報報 システム化促進」(43 .9%),
[メ ーカーの新製品開発 の削減」(40.4%),「 卸売
業の物流 コス トの把握」(34.9%)と いう順 になっ
ている。
これを見 ると卸売業 は自社 での物流改善 は困難
だと患 ってい るとい うことがわか り,メ ーカーや
小売業の動 きに左右 され ると思 っているよ うであ
る。 自社 の改善 に は限界 が あ るとい うことだろ
う。
(4)卸 物流の性格
卸物流 とい うの は きわめて限定 的 な もので あ
る。例えばメーカー物流 というもの は図一3に 示 さ
れ るよ うにA,B,Cの すべての領域をカバ ーす
るものである。そ して,そ れ は各領域 が独立 して
いる もので はな く,互 いにっなが って存在 してい
る。例 えば,Bの 域間物流を近代化す るためにA














整 してい くということをする。 また,Cの 域 内物
流,つ ま り,顧 客への配送 を合理化す るためにB
の域間物流で調整す るという形を とる。
そ こで ロジステ ィクス理論 におけるサプライ ・
チェー ンの考 え方 が出て くるので ある。 ところが
卸物流 とい うのは原則 的 にCの 域 間物流 の領域
しか存在 しない。 もちろん,業 種 によっては域間
物流が入 って くることもあるが大部分 は域 内物流
のみで ある。調達物流 さえ,メ ーカーが主導権 を
とり,メ ーカーが行 うものであるために卸売業 に
残 された領域 はCの 域内 の配送部 分 のみ とな る
のである。
この ことは次の物流の性格を卸売業に与え る。
a卸 物流 とい うのは物流 の中の一部分 に限定
された領 域 を対象 と した ものであ る。 した
が って,卸 売 業 の物 流改善 とか物流管理 と
い って も物流 の全領域 を対象 とし,そ の全体
バ ランスで マネ ジメ ン トで き るもので はな
い。 この ことは物流改善 の対象 の中での許容
範囲を狭 くす るものである。
b物 流 の領 域 の中で域 内物 流で あ る配 送 は
もっとも物流が独 自に使用で きないイ ンフラ
を使 って行 われ るものであ り,そ のインフラ
の制限によって改善 の範囲や選択肢が きわめ
て少ない ものである。 また,取 引条件や競争
条件 と密接 に関係す るために物流だ けの効率
基準で自由に調整 できない ものである。 この
ことは卸売業 が 自社 の考 えで物流 を コ ン ト
ロールで きるので な く,顧 客や取引先や社会
的な基準 の中でのみ改善す る余地 しかないこ
図一4卸 物流 のプ ロセ ス
a一荷 受 け








っ まり,卸 物流 とい うのは方法 としての選択肢
が きわめて少な く,ま た,他 社の都合 との関係で
しか動かす ことができない もので ある。 これは配
送だ けでな く,流 通 セ ンターやデポの立地 にっ い
て も言 える ことで ある。
卸物流 とい うのは仕入れた商品の流通セ ンター
や デポなどの卸売業の物流拠点 に到着 した時点か
らそれを品揃 え して,配 送 し,顧 客の ものとへ納
品す るまで の過程を 「いかにプロセス作 りとプロ
セ ス管理をす るか」 とい うものであ る。 これ はつ
ま り,図 一4に お けるaか らhに 至 る流 れを シス
テムとして作 り上げ ることで あろ う。 この場合,
次 の二つの ことがな され る必要がある。
aこ の流れを どう作 り上 げるか
bこ の流れ の中のaか らhの 活 動 を どう行
うよ うにす るか(b～gが 卸独自の活動)
これ はす ぐれてエンジニア リング的な ことであ
り,ロ ー ・コス ト・オペ レーションというのはこ
の流れ とそれを構成す る活動を低 コス トで行 える
よ うにす るとい うことであ る。 これは物流理論で
あ り物流技術で もあろ うか らい くつかの選択肢 の
組み合 わせで実現で きる。一種 のアイデ ィアの類
が活用 できるの もこの領域 の問題である。生産管
理 の手法 も使 える。
問題 は次 の二つであ る。 これ は以上の ことの上
位に位置す る問題で ある。
cこ の流れの両端を規制す る取引先,顧 客の
システムとど う結 び付 け,調 整 してい くか
d自 社 にとって最適な流 れを実現で きる条件
をどう作 り上 げてい くか
cに 含 まれ るの は小売 業 と共同でECRの シス
卸亮業の物流問題とその方向性
テム作 りを行 うなどとい う問題 と取引条件の明確
化 とか費用負担の事前決定 といった領域 のふ たっ
がある。前者 は 「インテグ レーシ ョン ・システム」
であり,後 者 は 「取引条件の標準化」であ る
。dに
含 まれ るのは卸売業が 自社で最適 な物流 システム
を構築するための自らの条件 を作 り上 げることで
ある。例えば 「量をまとめ る」 とか 「資金 を用意
す る」 とい うことであ る。 これが卸売業一社 でで
きない場合 に 「共同化」 とか 「制度金融」 とい う
ような ものが考え られ る。
いずれに して も卸売業の物流 システムとい うの
は領域 も狭 く,選 択肢 も限 られ るので あるか ら




ないまま,自 社 内の物流 のみをい じっていて も経
営環境 には適応で きない。優れた物流 システムを
持 つ卸売業 の場合 は必 ず条件整備 をまず行 ってい
るはずである。
(注)
本章 の内容 は過去,平 成2年 前後 に盛 んに議論 された 「多度
小 口配送」 や 「ジャス トイ ンタイム方式」 において出 て くる も
のであ る。 こ うした ことはそれ以 前
,す ぐれた生産 システム,
調達 システム,あ る いは物流 システ ムと して評価 されてい たも
のであ る。 したが って,卸 売業 に対 してはそ う した状況 に対 し
て巧み に対応 を行 うとい う視点 で議論が されて きた
。
しか し,こ の時期 の好 況 の中 で国内 流動物 資 の増大 が 起 こ
り,現 場労働力 の不足 が発生 し,運 賃 な ども高騰 し始 めたた め
にそれ まで と違 って これ らシステムに対 して社会的 に有害 であ
るという議論 が起 こってきたのであ る。交通 問題や大気汚染 が
そ うで ある。
それ とは別 にこ うした システムによ って物流 における非効率
性 を生 み,コ ス ト上昇 を もた らす もの との位 置 づ け も行 われ
た。 その場合 の しわ寄せが卸売業 に くるとい うことで卸売問題
と して も議論が された。
ただ,そ の後,一 転不況 とな り,そ れ までの時間が短 か った
た めにこ うした視点か らの多頻 度小 口配送 や ジャス トイ ンタイ
ム方 式問題へ の十 分 な分析
,研 究は途中で消え て しまったよ う
であ る。
こ こでは流通政策研究所 の調査 を使 ってい るが この時期
,多頻 度小
口配送問 題 にお いて公刊 され た もの には次 の ものが あ
る0
産構審 流通部会 ・中政 審流通小委員会合 同会議企 画小委 員会
「物流等検 討分科会報告書 」平成3年
(この分科会 で は多頻 度小 ロ配送 を初 あて定義 し
,そ の分 類を行
って いる)
中小企業 庁取引流通課編 「多頻度小 口配送 」(同友館 平 成4
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中田信哉 「多頻度 小 口物流」(中 央 経済社 平成4年)
また,卸 売業 と物流及 び情報 にっいて アプローチ した ものと
して次 の2っ を上 げてお く。
通産省産政局 商政課編 「情報武装 型卸売 ビジョン」(通商産業
調査 会 昭和60年)
(VANの 進 展等 情報 ネ ッ トワー一ク化 と今 後 の卸売業 のあ り
方 に関 す る研 究委員会報告)
中小企業事業 団 ・中小企業研究 所編 「問屋 の物流」(同 友館
昭和62年)
(中小卸売 業 のための物流 改善 マニュアル作 成委員会報告)
3.新 物流への体制 と意識
(1)ロ ーコス ト・オペ レー シ ョンへ
いずれにせよ,卸 売業 は物流 におけるロー コス
ト・オペ レー ション体制を確立 す る必要 がある
。
これ は経営戦略 とか機能 の強化 といった ことが前
提 にあるの はもちろんであ るが どうい う前提で あ
ろうが現在 の卸売業 にとって物流 のmコ ス ト.
オペ レー ションは必須 なのである
。
それは 「現在の卸物流 コス トの上昇の激 しさ」
と 「卸売業 の付加価値 の低 さ」 を考えれば当然 で
あろ う。経営戦略 に基づ く卸売業の体制整備 の中
に物流を位置付 け,そ のなかで もっと も効率 よい
物流 システムを構築すべ きである。
それで は卸物流の ローコス ト化 のために行 うべ
きことはどういうことであろうか
。 まず,考 え ら
れることは仕入か ら納品 に至 る卸物流 の線 におけ
る商品 の流れ を構成す る各活動を効率化 すること
である。 そ うした中で考 え られる方策 を以下に上
げる。
aコ ンピュータによる支援 システム
これ は特 に配送支援 システムと して採用がされ
て いる。 プログラムは企業 が独 自で開発 した もの
もある し,汎 用のプログラムを調整 した もの もあ
る。実際 にはすべての配送計画 をコンピュー タの
プログラムによって行 うのは難 しい
。:考え方 と し
ては人 間が頭で考え る配送計画(デ ィスパッチ)を
コ ンピュータ ・プログラムで援助 す るというもの
で あ る。 そのた めに はまず,大 まか な配送 計 画
(プ ラン)を 作 る必要がある。 もちろん,普 通言 わ
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れ るよ うな完全な配送計画 を前 もって作 り上げて
お くことは卸売業 で は無理 だ,と い うことだ ろ
う。
したが って,事 前 に作 った配送計画に対 して微
調整を行 ってい くことになる。 目標 としてはコ ン
ピ ュー タに よ る配 送 計 画 に適 応 で き る部 分 を
70%,人 間が頭で調整す る部分が30%と い った と
ころを目標 とす る。当初か らこれを行 うことは困
難か もしれない。 しか し,プ ログラム適応部分 を
少な くして始 めて も行 ってい くにっれデー タの蓄
積やパ ター ンの確立ができて来て次第 に効率的な
もの となって い くはずであ る。 これ によ って配送
における車両運行効率,積 載率の向上が はかれ,
配送 コス トの削減がで きるだろ う。
b作 業 コス ト分析 と時間管理
拠点内活動 としての ピッキ ング,仕 分 け,包 装,
加 工,出 荷 とい った一連 の活動 の原価計算 を ま
ず,行 う。 これ は細かい作業手順 に基づき,投 入
労働力によってそれぞれの作業 ごとのコス トを原
価計算 として導 くものである。これ によ って 「日」
「時間」 「人」「顧客」「商品」 などごとの コス トが
計算で き,効 率的な部分 と非効率 な部分が発見で
きる。その非効率 な部分 を改善 してい くわ けで あ
るがその際,こ の計算 された コス トはアセスメン
ト(事 前評価)や 改善結果の評価に利用で きる。
また,こ れ ら一連の作業 の時間分析 を行 う。そ
の結果か ら作業の流 れの断続が発見で き,無 駄 な
時間や作業員の片寄 りなどが発見で きる。決め ら
れた時 間内 の作業 の密度 が高 め られ るか,ワ ン
クールの時間を短縮す ることがで きる。 これ は作
業員の適正配置,パ ー トやアルバイ トの適正数投
入 を可能 にす る。 これは作業密度を高 め,労 働生
産性 を高め るために行われるものであ る。
c機 械化 の推進
通常,大 型物流機器 を卸物流 に導入す ることは
困難で ある。汎用の機器 の導入が難 しい というこ
とか ら卸物流 では人手 に依存す る傾向が強 いので
あ る。細 かい単位で ランダムに荷扱 いをす るとい
うのが卸物流の特徴であ るか ら通常,大 量 ロッ ト
荷扱いを原則 とす る物流機器 の多 くは使えな くな
るということであろう。
卸売業の物流問題とその方向性
したが って,卸 物流 において はそ うした卸物流
に適合す る物流機器を 自ら開発す る必要がある。
開発す るとい って も一か ら作 ると言 う意味ではな
く,既 存 の汎用物流機器 に改善を施 してやるとい
う考え方で良 い。 また,物 流機器 メーカーに対 し
て要求を出 し作 らせ る,と い う考 え方 もある。多
くの優れた物流 システムを持つ卸売業で はこうい
う物流機器を導入 して いる。
dユ ニ ッ ト・ロー ド・システムの導入
ユニ ッ ト・ロー ド・システムとい うの はコンテ
ナやパ レッ トによる物流 であり,多 くの卸売業で
はそれを導入す ることは困難であ る。 しか し,卸
物流 におけるユ ニッ ト・ロー ド ・システムもある
はずである。例 えば,簡 易 コンテナー,オ リコ ン,
ロール ・ボ ックス,ハ ンガーなどの導入 は実際に
行われてい る。卸物流適合のユニ ッ ト・ロー ド・
システムが導入 され ることによって拠点内作業が
標準化 され,機 械化が可能にな り,配 送車への積
みつけ,納 品 の荷下 ろ しや検品が効率的 になる。
以上 は卸売業が独 自に自らの力で改善で きる物
流合理化で あろう。 こういうことを総合的に行 う
べ きである。
(2)制 度 と しての物流改善
物流改善 には 「作業 としての物流改善」 と 「制
度 としての物流改善」が ある。 これ までの卸物流
で は作業 としての物流改善が主 に行 われており,
制度 としての物流改善 はあまり行われていなか っ
た。それはメーカーと小売業 などにはさまれ,物
流に対す る条件 はそれ らとの取引の条件 として所
与の ものであ った と考え られたか らである。 そ う
である以上,与 え られた枠 の中で物流作業を どう
行 って いくかが物流改善 の中心 テーマとな ったの
で ある。
しか し,本 当の物流改善 は制度 として考え るべ
きものである。制度を変えていかねばこれか らの
環境 に適合する物流 システムの構築 はで きない。
それでは制度 としての物流改善 とはどういうもの
であろうか。それを以下 に述べてみる。














ものが これに付随す ることが条件 とな るのだろ う
か。
cロ ジステ ィクス型管理体制へ
卸売業 の物流 というのは販売 その ものであ る
。
また,マ ーチ ャンダイ ジングその物 である
。 この
ことはメーカーや小売業 の物流で も同様 であるが
チ ェー ン物流
を範囲 としていた。 そ うである以上
,こ の範囲内
での物流改善 しかで きない。そ こでこの範囲の拡
大 をはかるのである。その場合,方 向 は二つ ある。
それ は図一5に 見 られ るよ うにメーカーの物流 卸
売業か ら見 るな ら調達部分 の中に出てい くことが
ひとっである。 それ は調達 ライ ンの中に卸売業が
ノー ドを保有 し,メ ーカーか らの調達を一括 して
受 け入れ るということであろ う。
もうひ とつ は小売業 などの物流の範囲 に入 って
い くことである。例 えば,チ ェー ン ・ス トアにお
いて は小売業 が 自 ら調達物流 の領域 を作
って い
る。 ここへの卸売業の介入であ る。 つま り,小 売
業の商品セ ンターや宅配セ ンターを卸売業 が機能
的に持っ とい うことで ある。
こうして,卸 売業が物流の範囲を広 げて い くこ
とによ って卸売業が コン トロールで きる範囲が広
が り,物 流改善方策 の選択肢が拡大 してい く
。
bネ ッ トワー クの導入
一・般 に卸 売業 の物流 は水 平 的一 段 階で あ る
。
メーカーと小売業 などの顧客 との間 に卸物流拠点
はひとっ しか存在 しない。 この ことがいろいろな
性格の物流,納 品を一か所で行 うこととなり,作
業 の複雑 さを もたらしている。 も し,物 流拠点 を
目的別 とか物流 の性格別,納 品法式別 に分 け,あ
るいは機能的に複数段階 とするな らまた,物 流改
善 の可能性 は高 まることになる。
例 え ば,菱 食 のRDC(地 域物流 セ ンター)と
FDC(前 方物流センター)と いうよ うにす ることが
で きれば作業 の機械化や特殊物流機器の導入 も可
能 になるだろ う。 ただ し,過 去 に 「母船方式」 と
い う方法 をとった卸売業 もあ ったが成功 していな
い。 ある程度 の量のまとまりや顧客 の選別 とい う
卸売業 の場合 は特 に強い。 したが って卸売業 の販
売やマーチャンダイ ジングを変えずに物流 だけを
変 え ることは困難 である。取引条件 と物流の改革
は一体化す るものである し,ま た,近 年で は小売
業の マーチ ャ ンダイ ジングと調達物流(卸 売業の
納品物流)が 一体化 された システム開発 が叫 ばれ
ている。 そ うい う意味か ら言 って卸売業が物流だ
けを取 り上 げ改善を行お うとす るよ りもそれを一




備が必須であ る。条件 を整備 しな ければ効果 ある
物流 の改善,あ るいは物流 の経営戦略への統合は
で きない。それではどういう条件整備 をすれば良
いのであろうか。それは期待 され る物流 システム
を実現で きる条件 を作 り出す ことであ る。 その条
件 は大 きく三っに分 けられ る。以下にその三 っに
つ いて述べ る。
第一 は 「物流を行 う上 での納品条件の標準化」
である。物流の システム,ま たはそれを構成 する































































こうした条件 を標準化す る。標準化 というのは
it 卸売業の物流問題とその方向性
「納品単位を とにか く大 き く」とか 「リー ドタイム
は長 く」とい った ことで はない。「明確 に して,そ
れを基準 とす る」 とい うことであ る。 こうした条
件 が何 も決 まって お らず,顧 客側のその時の都合
で適 当に決 め られ るとい うのが良 くないので あ
る。 ただ,商 売であるか らこち らの都合 で決めて
しま うこと もで きない。
そ こで次 の ことが明確 になれ ば よいわけであ
る。
イ 取引契約書を整備す ること。 その中に納品
の物流的条件を入 れてお くこと。
ロ 標準 の納 品条件以外 の納 品が行 われ る場
合,そ れによって付加 された費用の負担を明
確 にす ること
ハ 社会的あ るいは業界的な標準 が存在す る も
の(伝 票,コ ー ド,取 引契約書,な ど)に ついて
はその標準を採用す るよ うにす ること
こう したことを卸売業が一社単位でで きるな ら
問題 はない。 しか し,そ れが無理な らば複数企業
で組 んで,さ らに業界単位で これを促進す るよ う
につ とめな ければな らないだろう。
第二 は卸売業 が 「自 らの物流 を明確化 す る こ
と」で ある。例えば,物 流 コス トが上昇す る,と
いって も 「どの活動 のどの部分がど うな ったので
どれだけコス トが上昇 したのか」 とい う物流活動
と物流 コス トの因果関係が明確 にな らねばな らな
い。 また,卸 売業 において物流 がどうい う状態で
行われてい るかが はっき りしなければな らない。
この ことは卸売業がデータとして,活 動分析 と
して,原 価計算 として 自社の物流 の実態 を把握す
るとい うことで ある。それは次の ことを行 うとい
うことになる。
イ 物流 コス ト(の 算定,物 流の原価計算)
ロ 物流効率(ス ペース効率,車 両効率,労 働効
率,な ど)
ハ 物流実態 データ(拠 点,扱 い量,在 庫量,車
両数,作 業員数 など)
こういうデータを整備す る。 そ して,そ れは時
系列 であるべきであろ う。 これ らの数字 は取引先
や顧客 と物流 問題 で交渉 す る場合 の基本 とな る
し,自 社 の物流改善を行 う場合,将 来 に向か って
の物流計画を立て る場合,経 営戦略 と物流 との関
係 を明確 にす る場合,な どに必要 なのである。
第 三 は 「物流 改善 がで き るだ けの量 を ま とめ
る」 ことである。量 というのは 「規模 の利益 を獲
得す るもの」であると同時に 「力の源泉」で もあ
る。効率的な大規模な流通セ ンターを保有 しよう
として も,物 流の システム機器 を導入 しようとし
て も,情 報 ネッ トワークを整備 しようとして も,
広い地域 をカバー して高積載率の計画的な配送 を
行お うと して も,扱 い量が少ない場合 はで きない
相談 となる。資金負担力 とい うの も規模 と関係 し
て くる。物流改善のための物流 システム開発 にな
必ず多大な資金 が必要で ある。
また,顧 客 や取 引先 と交渉 す る場合 には量 を
バ ックに行 うとこち らの意見が通 りやす い。運輸
業 との配送 に関す る運賃交渉で も量が大 きな場合
は有利 な条件が獲得で きる。量 は大規模 な卸売業
は自社独力でまとめてい くことは可能であ る。 し
か し,そ うでない卸売業 にっいて は 「提携 ・合併」
あ るいは 「共同化」でまとめ る以外 にないはずで
ある。 こうい うことも物流改善 の条件 になる。
(注)
現在,卸 売業 の物流 といった場合,取 り上 げ られ るのは この
章の よ うな内容 であ る。っ ま り,本 質問題 は置 いて おいて 「ど
の よ うに物流 を行 うか」 とい うことであ る。 ここで の内容 は多
くの専門書,専 門誌紙 で目にす ることがで きる。 ここで参考 に
した もの は次 の ものであ る。
「日経 ロ ジステ ィクス」(日 経BP社 平成7年3月 で休刊)
「流通設計」(輸 送 経済新聞社)
「日本経 済新聞」「日経産業新 聞」「日経流通新聞」(以 上,日
本経 済新聞社)
その他
いずれ にせよ,マ スコ ミで取 り上 げ られ るような実際 に企業
が行 っている ことの まとめの レベルであ る。物流 においては今
のと ころ,実 際の物流活動 が興 味の中心 となっている。
本 来,現 在 の卸売 問題 はその構 造再 編期 にあ り,又,メ ー
カーのマ ーケテ ィング政策 の中 にある。 そ うした視 点で物流 に
アプローチ した研究 は少 な い。
その中 で(チ ャネル マネジメ ン ト研究会,住 谷宏編 「大転換
期 のチ ャネル戦略」同文舘,¥/成4年)は 参考 にな る。
4.あ る ケー ス と今 後 へ の展 開
(1)KRSの 場合
KRSは 「協 内組合 神奈川流通 サービス」であ
り,神 奈川県を商圏 とす る4社 の 日用雑貨卸売業
卸売業の物流問題とその方向性
が共同化を 目指 して設立 した ものである。4社 と
いうのは㈱ ドメス,㈱ ス ミック,神 奈川 ス ミック
㈱,㈱ 折 目,で あ り,い ずれ も神奈川県 における
中堅の卸売業 である。 もと もと,こ れ ら卸売業が
手を結 ぼ うと考え たのは次 のよ うな理由があった
か らである。
イ メーカー,小 売業 の大型化への対応
ロ ローコス ト・オペ レー ションの実現
ハ 他県大手卸売業の進 出への対抗
二 大型投資 と物流人材の不足への対応
ホ 同一商圏 内の同業卸売業 との コ ミュニケー
シ ョ ン
このニ ーズに基 づ いて昭和61年 に協 同組合 は
設立 された。 この協同組合 は多 くの 目的 を持つ よ
うに見 えるが実際 にその環境認識化 か らいうな ら
「物流 の共同化 とそのための共同物流 セ ンターの
設 置」 とい うところに具体的 目的は置かれること
になるだろ う。「共同化 による物流力 のア ップ」こ
そ,最 大 目的であった。
ただ,共 同配送 セ ンターを設置するといって も
投資(資 金)と 立地(場 所)と い うことで思 うよ う
にいかない。 そのために構想 が作 られてか ら共同
流通 セ ンターが完成す るまでには4年6か 月の期
間が必要 だ った。 この問題 は平成元年 に物流専業
者 である㈱ ヨコユバ ンテ ック(当 時は構浜輸送)と













このKRSの 共同流通 セ ンターは横須賀市夏島
町 に設 置 され,そ の規模 は 「敷地面 積9900平
米」「延べ床面積24000平 米」「総事業費48億
円」である。土地 と建物 は ヨコユバ ンテ ックが提
供 し,そ れをKRSが 家賃 を払 って借 り受 ける形
を とる(平 成4年 度で約6億 円)。 コンビs‐ タは
リース。
ここか らの輸配送 は ヨコユバ ンテ ックが担 当
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し,流 通 セ ンターの管理 はKRS流 通 セ ンターが
行 うが実際の構 内作業 はKRSと ヨコユバ ンテ ッ
クが共 同出資 した㈱ ウイズ ワークが行 う。 この
KRS流 通 セ ンターが仲介 とな るKRSの 物 流 の
全体像 は図一5に示 され るとお りである。つま り,
加盟各社が受 けた各企業の顧客よ りの注文 を在庫
を一括保有す るKRS流 通 セ ンターがオ ンライ ン
で受 けて出荷 す るという形を とっている。 この情
報 の流 れは図喝 の とお りである。
この システムの特長 をKRSで は表一7の ように
まとめている。 また,そ の効果 は以下 のように評
価 されている。




定量効果 各社の人員 ・在庫 の削減
配送車 ・入荷車の総台数 の削減
物流生産性 のア ップ
このKRS流 通 セ ンターによ る共同物流 は非常
に大 きな効果を上 げてお り,こ れ以降,加 盟各社
の業績 も向上 し,神 奈川 における加盟各社合計 の
県 内 シェア は大幅 に拡大 して い る。現在 の とこ
ろ,KRS流 通 セ ンターは成功 してお り,そ の原因
となるのはまず,第 一 にその場所 にすでに土地 を
持 っていた ヨコユバ ンテ ックとい う大手運輸業 と
結 びっいたことで ある。 これによって十分 なる物
流 スペースと高度 な機械化が可能 になってきた。
また,KRS流 通セ ンターはスタ ッフ機能を持 ち,
KRSと ヨコユバ ンテ ックか ら出向 した人達が研
究開発 まで行 うよ うになっている(す でに 「新物流
コス ト算出方法の開発,な どを行っている)。実際の
作業 は共 同出資のウイズワークが行 うわけであ る
か らライ ンとス タ ッフの両立 が可能 にな った
。
KRSで は現在,こ の共 同物流 システムを汎用 シ
ステムとす る作業を行 っている。 これをニーズの
あ る全国各地の卸売業 の共同化 を しようとす ると
ころに有償提供 する道 も模索 されているとい う
。
KRSで 学 ぶ ことは 「共 同化 しよ うとい う卸 売
業が各社でできる範囲で共同化を しよ う」 という
ので はな く,「各社 の今後 の企業戦略 を考 えた場
一 一82一 卸売業の物流問題とその方向性
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組合 は,物 流の共 同化 を徹底。
組合員 は,個 別 にマーチ ャンダイ ジングに専念。
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物流施読 物流作業(庫 内 配送)は 委託で
3 ソフ トは 自前 で
組合 は,物 流 システム(ソ フ ト)を を もつ司令塔




オ ンライ ンリアル タイムによる物流設備制御 ・作業指示
















作業の標準化による独 自の物流 コス ト算定方式の採用と委託
方式(分 業)に よる利益追求
合,必 要 とされ る能力の物流 システムを作 り上 げ




以上,述 べて きたことか らこれか らの卸物流 に
., 卸売業の物流問題とその方向性
っいて考 えてみたい。
まず,第 一 はこれか らの卸物流 はい くっかのパ
ター ンに別れて くるだろ うとい うことである。 こ
れは前述 したよ うに卸売業の戦略 によ るものであ
る。やみ くもに物流 だけを独立 させ,そ れの ロー
コス ト化を希求 して も能 力的 に完全 なものはで き
ない。卸売業 の戦略的な方向性を考 え,そ こに位
置付 け られる物流 システムとい うものを開発す る
とい う思考 が必要 である。 そのためには 「卸売業
全体 の ビジ ョンを具体的 に描 き,そ の中に物流 シ
ステムを置 く」 という作業を行 う必要があ る。
その場合 の物流 システムは物流体系(制 度)や
物流 目標を設定すべ きであ る。第二 は物流改善 に
は明確 な目標 を作 るとい うことであ り,そ の目標
に対 して 「どうい う体制で対応す るか」 とい うこ
とである。この体制 には 「独力で行 う」ことと 「提
携や合併で行 う」 ことと 「協業化 ・共同化で行 う
こと」の別がある。 自社 の能力 と目標 とい った物
流 システムの関係で この体制の選択 が行われるだ
ろう。
第三 は物流改善を行 う体制が決 ま った らそのた
めの条件作 りが必要 となる。条件 には対外的 な条
件 と対内的な条件 がある。対外的条件 は取引先や
顧客 との間の物流 に関係 する納品条件や返品条件
といった物流 を規定す る与件 の明確化があ る。道
路交通法 や貨物 自動車運送事業法な どの物流関係
の法規 との調整 もあるだろ う。対内的 というのは
直接的 には企業の投資力や人材 とい った問題があ
り,販 売 や商品 な どの他部 門 との間の調整 が あ
る。
第四 は条件を整備 した上で物流改善を行 うわけ
だが具体的 にそれを行 うためには物流の実態が明
確 にな って いなければな らない。物流 におけ る商
品や情報 の流れを フロー として描 き,物 流 コス ト
や物流効率 をデータとして整備す る。在庫量や配
送量の時系列的 な把握 も必要であ る。
第五 はそこか ら具体的 な物流改善作業 に入 るわ
けであるが ここでは科学 的な手法 を採用す る必要
があ る。作業分析,工 程分析,費 用分析,シ ミュ
レーシ ョンな どが あるだ ろうし,物 流機器 の導入
につ いて もアセ スメ ン ト(事 前評価)が 必要で あ
る。
簡単 に言 うな ら以上 のようにな るのだろ うが現
在の卸売業に とって本当に必要 なの は企業全体 と
しての物流に対す る意識 の変革である。物流 を単
な る作業改善であ り,現 状のままで コス ト・ダウ
ンを行 うとい うことになるとす ぐそ こに限界が来
て しま う。
卸売業 の流通機構 における今の立場か ら言 うな
ら物流 システムをベースに置いた企業戦略と して
の卸売業態 の開発,確 定 があり,そ こにおける物
流 の役割が明確化 されねばな らない。 ここに気が
っいた ら物流改善 はそれ ほど難 しくはない。卸売
業に とっての物流改善は全社 的な ものだ とい う意
識 になる必要が あるだ ろう。
っ まり,現 在 の流通革新 の中における卸売業 の
置かれた位置を考 えるな ら今後 は物流を軸 に卸売
業の立場,機 能 は変わ って くるとも考 え られる。
戦略的視点 と戦術的視点 の双方 か ら経営の中に置
かねばな らないのが卸物流であろう。現在,マ ク
ロの社会 的物流 の将来 に向 けての開発が さかんに
行われてい るが果 た してそ こに卸物流 が入 り込む
余地が どれだけあるのだ ろうか。卸売業が 自らそ
の地位を作 らねばな らない。
社会的物流の将来的な方向 と卸物流の接点 とな
るのが政府 の行 う卸政策 で あ る。それ は端 的 に
「物流拠点 政策 に関係す る流通市 街地 整備 に関す
る法律(流 市法)」 と卸売業の共同物流を促進す る
「中小 企業流通業 務効率化 促進法(中 小企業物流
法)」 であ る。研究 してお く必要 はある。
(注)
神奈川 流通 サー ビスの霜 田清 隆理事長 は私 とは現在 の ス ミッ
クが霜 田物産 と言 っていた時代か らの古 いつ き合 いであ る。霜
田 さんが仲間 を集 めて共同組織 を作 りたい とされ,そ の試 みに
腐心 を して いた時 か ら話 を聞 き,相 談 にあずか った り して い
た。
当初,共 同事業 は遅 々と して進 まず,試 行錯誤 どころか具体
的に何 かを行 うと ころに も至 らな い時代が長 く続 く。それ はい
かに行政の援助 があ った として も しょせん,中 小企業 の卸売業
で は資金的,人 材的,ノ ウハ ウ的な能 力が不足 して いるか らで
ある。
それが大企 業で ある運輸業 と結びつ くことによ って この共同
事業 は大 化 けをす る。 この ことは業界 に大 きな ショックを与 え
た。そ れ は大企 業 と結 びつ くことは効 果的 だ とい う ことはわ
か って いたと して も卸売業が同業 の大企 業 と結 びっ くことはそ
卸売業の物流問題とその方向性
の大企 業の傘 下 に入 り,系 列 化 され る ことを意 味す るか らで
あ った。
中小卸売業 の大 部分 は家業 であ り,大 企業 に吸収 され る こと
は否定 されね ばな らなか った。 これが大企業 とは言 え
,運 輸業
であ る場 合,運 輸業 は 自己の扱 い荷物 の独 占がで きれば良 いわ
けであ り,中 小卸売業 の経営 に は興味 を持 たな いためにそ うい
う心配 はない。
そ うい う意味 で このKRSの ケ ースは卸 売業の共同化 の新 し
一85一
い方 向を生 み出す もの と考 え られ ていた
。 しか し,平 成7年 ま
で に中小企 業流 通業 務効 率化 促進 法 の適 用 は3例 あ るが いず
れ も中小企業 だけの もので あ り,そ のために は効果 はまだ,出
ていな い。(平 成8年 に4件 とな る)
問題 は適 当な大 企業で ある運輸業 等を見っ けて参 加 させ る こ
とが困難な よ うであ る。案外,行 政 が持 たね ばな らないの はこ
うい う見 合 い機能 なのか もしれ ない。
